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給水装置設計・施工基準（給水装置編） 

 

第１節 給水装置設計・施工基準 

 

１  給水装置の基本的要件 

給水装置については、水道法第16条（給水装置の構造及び材質）(以下｢法第16条｣という｡)

に基づき､水道法施行令第６条（給水装置の構造及び材質の基準）(以下｢政令｣という｡)が定め

られている。 

この政令は、法第16条に基づく水道事業者による給水契約の拒否や給水停止の権限を発動す

るか否かの判断に用いるもので、給水装置が有すべき必要最小限の基準を規定している。 

また、政令を適用するに当たり必要となる技術的な細目については、｢給水装置の構造及び

材質の基準に関する省令（厚生省令第14号）｣（以下｢構造・材質基準｣という｡）が定められ、

給水装置に用いようとする個々の給水管及び給水用具の性能確保のための基準（性能基準）と、

給水装置工事の施行の適正を確保するために必要な判断基準（給水装置システム基準）が規定

されている。 

以上から、給水装置工事の施行に当たっては、政令及び構造・材質基準を遵守し、適正な施

行を行わなければならない。 

 

（１）水道法第16条（給水装置の構造及び材質） 

 水道事業者は、当該水道によって水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定

める基準に適合していないときは、供給規程の定めるところにより、その者の給水契約の申込を

拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止するこ

とができる。 
 

（２）水道法施行令第６条（給水装置の構造及び材質の基準）(政令) 

第５条 法第16条の規定による給水装置の構造及び材質は、次のとおりとする。 

  一 配水管への取付口の位置は、他の給水装置の取付口から30センチメートル以上離れてい

ること。 

  二 配水管への取付口における給水管の口径は、当該給水装置による水の使用量に比し、著

しく過大でないこと。 

  三 配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されていないこと。 

  四 水圧、土圧その他の過重に対して充分な耐力を有し、かつ、水が汚染され、又は漏れる

おそれがないものであること。 

  五 凍結、破壊、侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

  六 当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと。 

  七 水槽、プール、流しその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水する給水装置にあ

っては、水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

 ２ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は､厚生労働省令で定め

る。 
 

（３）給水装置の構造及び材質の基準に関する省令 

この省令は、給水装置に用いようとする個々の製品が満たすべき性能の基準(性能基準)と、

給水装置工事の施行の適正を確保するための基準(給水装置システム基準)から構成される。 

給水装置工事の施行に当たっては、｢性能基準｣の適合性が証明された製品(自己認証品、

第三者認証品)を使用するとともに、｢給水装置システム基準｣の規定内容を遵守し、適正な

施行を行う必要がある。 
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給水装置の構造及び材質の基準に関する省令（要約）   

（下表は要約のため、本文については「第六章 関係法令」を参照のこと。）   

省令の項目 

省令の規定内容 

｢性能基準｣ 
に関する規定 

「給水装置システム基準」に関する規定 

第一条 
耐圧に関する基準 

第１項 
第１号 
～第４号 

（省略） 

第２項 
給水装置の接合方法は、水圧に対する充分な耐力を確保するためにその構

造及び材質に応じた適切な接合が行われているものでなければならない。 
第３項 

屋内の主配管は、配管経路について構造物の下の通過を避けること等によ
り漏水時の修理を容易に行えるようにしなければならない。 

第二条 
浸出等に関する 
基準 

第１項 
（省略） 

第２項 
  給水装置は、末端部が行き止まりとなっていること等により水が停滞する

構造であってはならない。ただし、当該末端部に排水機構が設置されている
ものにあっては、この限りではない。 

第３項 
  給水装置は、シアン、六価クロムその他水を汚染するものを貯留又は取扱

う施設に近接して設置してはならない。 
第４項 
  鉱油、有機溶剤その他の油類が浸透するおそれのある場所に設置する給水

装置は、当該油類が浸透するおそれのない材質のもの又はさや管等により適
切な防護のための措置を講じられているものでなければならない。 

第三条 
水撃限界に関する 
基準 

第１項 
の前文 
（省略） 

第１項の後文 
  ただし、当該給水用具の上流側に近接してエアーチャンバーその他の水撃

防止器具を設置すること等により適切な水撃防止のための措置を講じてい
るものにあっては、この限りでない。 

第四条 
防食に関する基準 

－ 

第１項 
  酸又はアルカリによって侵食されるおそれのある場所に設置されている

給水装置は、酸又はアルカリに対する耐食性を有する材質のもの又は防食材
で被覆する等により適切な侵食の防止のための措置が講じられているもの
でなければならない。 

第２項 
  漏えい電流により侵食されるおそれのある場所に設置されている給水装

置は、非金属の材質のもの又は絶縁材で被覆すること等により適切な電気防
食のための措置が講じられていること。 

第五条 
逆流防止に関する 
基準 

  
次に掲げる逆流を防止するための性能を有する給水器具が、水の逆流を防止できる適正

な位置に設置されていること。 
第１項 

水が逆流するおそれのある場所に設置されている給水装置は、次の各号のいずれかに
適合していなければならない。 

 
 
 

第１号 
イ～ヘ 
（省略） 

第２号 
  吐出口を有する給水装置が、次に掲げる基準に適合すること。 

イ 呼び径が２５㎜以下のものにあっては、別表第２の上欄に掲げる呼び径
の区分に応じ、同表中欄に掲げる近接壁から吐出口の中心までの水平距離
及び同表下欄に掲げる越流面から吐出口の最下端までの垂直距離が確保
されていること。（表省略） 

ロ 呼び径が２５㎜を超えるものにあっては、別表第３の上欄に掲げる区分
に応じ、同表下欄に掲げる越流面から吐出口の最下端までの垂直距離が確
保されていること。（表省略） 

第２項 
事業活動に伴い、水を汚染するおそれのある場所に給水する給水装置は、

第１項第２号に規定する垂直距離及び水平距離を確保し、当該場所の水管そ
の他の設備と当該給水装置を分離すること等により、適切な逆流防止のため
の措置が講じられているものでなければならない。 

第六条 

耐寒に関する基準 

第１項 

の前文 

（省略） 

第１項の後文 

ただし、断熱材で被覆すること等により適切な凍結の防止のための措置が講

じられているものにあっては、この限りでない。 

第七条 

耐久に関する基準 

第１項 

（省略） 
－ 
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図－１ 小口径給水装置標準図（50㎜以下の場合） 
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図－２ 大口径給水装置標準図 （75㎜～150㎜の場合） 
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３  給水装置用材料 

配水管から分岐して設けられた給水管及びそれに直結して設けられる給水用具(以下、「給

水装置用材料」という。)は、水の汚染を防止する等の観点から、構造・材質基準に適合する

材料を使用しなければならない。 

構造・材質基準には個々の給水装置用材料の性能確保のための７項目の性能基準（｢耐圧

性能基準｣､｢浸出性能基準｣､｢水撃限界性能基準｣､｢逆流防止性能基準｣､｢負圧破壊性能基

準｣､｢耐寒性能基準｣及び｢耐久性能基準｣）が定められている。これらの性能基準は、給水

装置用材料ごとに、有すべき性能と使用場所等に応じて必要な項目が適用される。 

 

3.1 使用材料の選定 

給水装置用材料は、その特性及び定められた使用条件、制限措置を十分に考慮し、使

用箇所に適したものを選定しなければならない。 

3.2 性能基準に適合する給水装置用材料 

性能基準に適合する給水装置用材料は、次のとおりである。 

（１）第三者認証品 

製造業者等の希望に応じて、第三者認証機関が性能基準に適合することを証明、認

証した製品。 

第三者認証機関は、製品サンプル試験を行い、性能基準に適合しているか否か等の

検査を行って基準適合性を認証した上で、当該認証機関の認証マークを製品に表示す

ることを認める。第三者認証機関には、(社)日本水道協会、(財)日本燃焼機器検査協

会、(財)電気安全環境研究所、(財)日本ガス機器検査協会及び(株)UL Japanがある。 

（２）JIS規格、JWWA規格のように性能基準の適合が明らかな製品 

（３）自己認証品 

製造業者や販売業者が自らの責任において、性能基準に適合していることを証明す

る製品。証明には、製造業者等が自ら又は試験機関等に委託して得た試験成績書等を

使用する。 

（４）管理者の定める規格又は仕様等に基づき製造された製品（東京都規格品及び仕様品） 

3.3  性能基準適合の確認方法 

給水装置用材料が性能基準に適合していることを確認する方法は次のとおりである。 

（１）第三者認証品の確認方法 

第三者認証機関で認証した製品には、認証マーク（表-１参照）が表示されるので、

このマークを確認するか、第三者認証機関で発行する認証登録リスト、ホームページ

等の閲覧により確認する。 

 （２）JIS認証品等の確認方法 

下記の表示を確認する。 

 

  

 

旧 JIS 表示 JIS 認証品 
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（３）自己認証品の確認方法 

当該製品の製造者に対して、構造・材質基準に適合していることが判断できる資料（適

合証明書、試験成績書等）の提示を求め、確認する。 

（４）東京都規格品及び仕様品の確認方法 

①   ・   ・       の表示マーク（打刻・鋳出し・スタンプ・貼付シ 

 ール等）を確認する。 

② 第三者認証機関の表示マークを確認する。 

 

 

表－１ 

第三者認証機関名 審査内容 表示マーク 

(社)日本水道協会 

品質認証 

センター 

性能基準の適合 

（基本基準） 

シール又は印刷等   打刻、鋳出し等 

 

 

日水協規格 

の適合 

（特別基準） 

シール又は印刷等   打刻、鋳出し等 

検 査 部 

ＪＩＳ規格、 

日水協規格等 

の適合 

打刻、鋳出し、押印等    証紙 

 

(財)日本燃焼機器 

検査協会 
性能基準の適合 

 

(財)電気安全環境 

研究所 
〃 

 

(財)日本ガス機器 

検査協会 
〃 

 

(株) UL Japan 〃 
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3.4  給水装置用材料の特例 

配水管又は道路に敷設された他の給水装置からの分岐部分から当該分岐部分に最も近

い止水栓（当該止水栓が道路にある時は、道路以外の部分にある止水栓で分岐部分に最も

近いもの）までの部分の給水装置用材料(これを保護するための附属用具を含む｡)につい

ては、災害等による給水装置の損傷を防止するとともに、給水装置の損傷の復旧を迅速か

つ適切に行えるようにするため、給水条例第6条の4（給水装置用材料の特例）及び給水条

例施行規程第6条の2（材料の特例）の規定に基づき、都が指定した材料を使用しなければ

ならない。 

 

４  給水装置用材料の附属用具 

4.1  附属用具の指定等 

配水管又は道路に敷設された他の給水装置からの分岐部分から当該分岐部分に最も近

い止水栓（当該止水栓が道路にある時は、道路以外の部分にある止水栓で分岐部分に最も

近いもの）までの部分に使用する給水装置用材料を保護するための附属用具(メータます、

仕切弁きょう等)は、｢3.4 給水装置用材料の特例｣と同様に、都が指定した材料を使用しな

ければならない。 

また、上記以外に設置する止水栓及び量水器を保護する附属用具についても、メータ検針

やメータ引換等の作業を考慮し、都が指定または確認したものを使用することが望ましい。 

 

4.2  東京都規格品及び仕様品の確認方法 

     ・   ・       の表示マーク（打刻・鋳出し・スタンプ・貼付シ 

 ール等）を確認する。 
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（参考１） 

    給 水 栓 類 

水栓は、使用者に直接水を供給するための器具で、弁の開閉は主にハンドルをまわし

て行うが、中には、自動的に弁の開閉を行う電子式自動水栓などもあり、用途によって

多種多様のものがあるので、使用目的に最も適した水栓を選ぶことが必要である。 

 

 

 

 

 

                                     カップリング付 

             横水栓                      横水栓                  胴長横水栓 

 

 

 

 

 

           自在水栓                   台付自在水栓                 散水栓 

 

 

 

 

 

                                         立水栓 

           湯水混合水栓 

          （ｼﾝｸﾞﾙﾚﾊﾞｰ式） 

 

 

 

                                       湯水混合水栓          グーズネック水栓 

 

     湯水混合水栓 

     （ｻｰﾓｽﾀｯﾄ式） 

 

 

 

 

                                       小便器 

           自動水栓                    洗浄弁               小便器洗浄水栓 
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（参考２）湯水混合水栓の種類           

種類 外  観 ・ 構  造 特    徴 

２
バ
ル
ブ
式 

 ＜元止式（一時止水機構付は先止式）＞ 

湯側、水側の二つのハンドルを操作することに

より、止水と吐水及び吐水温度・量の調整を行な

う。切替ハンドルでカラン（蛇口）側⇔シャワー側

⇔一時止水の切替を行なう。 

シ
ン
グ
ル
レ
バ
ー
式 

 
 ＜元止式＞ 

レバーハンドルの操作で止水⇔吐水及び吐水

温度・量の調整を行なう。 

※サーモスタット付きもある。 

ミ
キ
シ
ン
グ
バ
ル
ブ
式 

温度調節スピンドルの動き 

 
＜ 先止式（一部製品は元止式）＞ 

温度調整ハンドルで、温度を調整する。 

切替ハンドルでカラン（蛇口）側⇔シャワー側⇔

止水の切替えと吐水量の調整を行なう。 

なお、止水を混合室の上流側で行なうタイプも

あり、これは元止式になる。 

※サーモスタット付きもある。 

太
陽
熱
温
水
器
用 

 
  

太陽熱温水器からのお湯（直結）と水道水また

は給湯器からのお湯を混合するために用いる水

栓。 

 
※  温度調整部にサーモスタット（自動適温維持装置）が組み込まれているものは、一

般に「サーモスタット式」と呼ばれている。 






